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規　　　　　則
 　　　　　　　　　　　　

　山形県証紙条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

山形県規則第４号

　　　山形県証紙条例施行規則の一部を改正する規則

　山形県証紙条例施行規則（昭和39年４月県規則第34号）の一部を次のように改正する。

　第10条第1項ただし書中「第３号」を「第４号」に改め、同項第５号中「写」を「写し」に改める。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。
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告　　　　　示
 　　　　　　　　　　　　

山形県告示第111号

　介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項の規定により、指定居宅サービス事業者を次のとおり指定し

た。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第112号

　介護保険法（平成９年法律第123号）第53条第１項の規定により、指定介護予防サービス事業者を次のとおり指

定した。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第113号

　次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）第１条第１項に規定する救急病院である。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第114号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２第６項の規定により指定した指定代理納付者について、次のと

おり変更した。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　指定代理納付者の名称及び住所

　　やまぎんカードサービス株式会社

　　山形市十日町二丁目４番１号

２　変更の内容

指定居宅サービス事業者の

名称又は氏名
事業所の名称及び所在地 サービスの種類 指定年月日

株式会社ケアサービス鳥海
訪問看護ステーションらいふ

酒田市こがね町二丁目23番地の３
訪 問 看 護 平成30. 1.15

有限会社沼本接骨院

有限会社沼本接骨院　ミロクデイサービ

ス

酒田市砂越字谷地割138番１

通 所 介 護 同　　　2. 2

指定介護予防サービス事業者

の名称又は氏名
事業所の名称及び所在地 サービスの種類 指定年月日

株式会社ケアサービス鳥海
訪問看護ステーションらいふ

酒田市こがね町二丁目23番地の３
介護予防訪問看護 平成30. 1.15

有限会社沼本接骨院

有限会社沼本接骨院　ミロクデイサービ

ス

酒田市砂越字谷地割138番１

介護予防通所介護 同　　　2. 2

名　　　　　　　　　　称 所　　　　　　在　　　　　　地 認　定　期　間

小 国 町 立 病 院 西置賜郡小国町大字あけぼの一丁目１番地
平成30年３月14日から

平成33年３月13日まで
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３　変更年月日

　　平成29年12月15日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第115号

　次の加入区に係る漁業災害補償法（昭和39年法律第158号）第108条第２項の規定による漁獲共済に係る共済契約

の締結の申込みをすることについての同意は、同項に規定する要件に適合すると認める。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　(1) 加入区の名称

　　　　酒田市中部加入区

　　(2) 加入区の区域及び漁業の区分

イ　加入区の区域　　酒田市北部加入区、酒田市南部加入区、酒田市浜中加入区、酒田市十里塚加入区及び

酒田市宮野浦加入区の区域以外の酒田市の区域（飛島を除く。）

ロ　漁業の区分　　総トン数10トン未満の漁船によりいか釣り漁業を主とする漁業、小型機船底びき網漁

業、沖合底びき網漁業（総トン数15トン以上75トン未満の漁船によるものをいう。）及

び小型いか釣り漁業（総トン数５トン以上30トン未満の漁船によるものをいう。）

２　(1) 加入区の名称

　　　　酒田市中部加入区

　　(2) 加入区の区域及び漁業の区分

イ　加入区の区域　　酒田市北部加入区、酒田市南部加入区、酒田市浜中加入区、酒田市十里塚加入区及び

酒田市宮野浦加入区の区域以外の酒田市の区域（飛島を除く。）

　　　ロ　漁業の区分　　総トン数10トン未満の漁船により主として刺網を使用して営む漁業

３　(1) 加入区の名称

　　　　飛島法木加入区

　　(2) 加入区の区域及び漁業の区分

　　　イ　加入区の区域　　酒田市飛島字法木の区域

　　　ロ　漁業の区分　　総トン数10トン未満の漁船によりいか釣り漁業を主とする漁業

４　(1) 加入区の名称

　　　　飛島中村加入区

　　(2) 加入区の区域及び漁業の区分

　　　イ　加入区の区域　　酒田市飛島字中村の区域

　　　ロ　漁業の区分　　総トン数10トン未満の漁船によりいか釣り漁業を主とする漁業

５　(1) 加入区の名称

　　　　飛島勝浦加入区

　　(2) 加入区の区域及び漁業の区分

　　　イ　加入区の区域　　酒田市飛島字勝浦の区域

　　　ロ　漁業の区分　　総トン数10トン未満の漁船によりいか釣り漁業を主とする漁業

６　(1) 加入区の名称

　　　　鶴岡市鼠ヶ関加入区

　　(2) 加入区の区域及び漁業の区分

　　　イ　加入区の区域　　鶴岡市五十川、温海、大岩川、小岩川、早田及び鼠ヶ関の区域

ロ　漁業の区分　　総トン数10トン未満の漁船により刺網若しくははえ縄を使用して、又は釣りによって

変　更　事　項 変　更　前 変　更　後

指定代理納付者に納付させることが

できる歳入

山形応援寄付金（株式会社フュー

チャーコマースがインターネット

を通じて提供する公金の支払に係

るシステムを利用して納付される

ものに限る。）

山形応援寄付金（株式会社トラス

トバンクがインターネットを通じ

て提供する公金の支払に係るシス

テムを利用して納付されるものに

限る。）
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営む漁業を主とする漁業であって鶴岡市早田の区域の者が営むもの

７　(1) 加入区の名称

　　　　鶴岡市鼠ヶ関加入区

　　(2) 加入区の区域及び漁業の区分

　　　イ　加入区の区域　　鶴岡市五十川、温海、大岩川、小岩川、早田及び鼠ヶ関の区域

ロ　漁業の区分　　総トン数10トン未満の漁船により刺網若しくははえ縄を使用して、又は釣りによって

営む漁業を主とする漁業であって鶴岡市鼠ヶ関の区域の者が営むもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第116号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、関係図面は、置賜総合支庁建設部西置賜建設総務課において平成30年２月16日から同年３月２日まで縦覧

に供する。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　道路の種類　　県道

２　路　線　名　　米沢飯豊線

３　変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第117号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道の供用を次のとおり開始する。

　なお、関係図面は、置賜総合支庁建設部西置賜建設総務課において平成30年２月16日から同年３月２日まで縦覧

に供する。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　路　　線　　名　　米沢飯豊線

２　供用開始の区間　　西置賜郡飯豊町大字高峰字石取沢二4214番１から

　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　まで

３　供用開始の期日　　平成30年２月16日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第118号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第１項の規定により次の都市計画を変更するため、同条第２項にお

いて準用する同法第17条第１項の規定により、当該都市計画の変更の案を次のとおり縦覧に供する。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　都市計画の種類

　　新庄都市計画区域、金山都市計画区域、最上都市計画区域及び真室川都市計画区域の整備、開発及び保全の方

針

２　都市計画を変更する土地の区域

　(1) 追加する部分　　なし

　(2) 削除する部分　　なし

３　都市計画の案の縦覧の期間及び場所

　(1) 期　間　平成30年２月16日から同年３月２日まで

(2) 場　所　県土整備部都市計画課及び最上総合支庁建設部道路計画課並びに新庄市役所、金山町役場、最上町

区　　　　　　　　　　　　　　　　間 旧新の別 敷地の幅員 延　　長

西置賜郡飯豊町大字高峰字石取沢二4214番１から

同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　まで
旧

84.0

　 　  ～

39.0

メートル

93
メートル

同　　　　　　　　　　　　　　　　上 新
84.0

　 　  ～

39.0

メートル

同　上
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役場及び真室川町役場

４　その他

　　この都市計画の変更の案については、縦覧期間満了の日までに、知事に対し意見書を提出することができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第119号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第１項の規定により次の都市計画を変更するため、同条第２項にお

いて準用する同法第17条第１項の規定により、当該都市計画の変更の案を次のとおり縦覧に供する。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　都市計画の種類

　　米沢都市計画区域、南陽都市計画区域、高畠都市計画区域及び川西都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

２　都市計画を変更する土地の区域

　(1) 追加する部分　　なし

　(2) 削除する部分　　なし

３　都市計画の案の縦覧の期間及び場所

　(1) 期　間　平成30年２月16日から同年３月２日まで

(2) 場　所　県土整備部都市計画課及び置賜総合支庁建設部道路計画課並びに米沢市役所、南陽市役所、高畠町

役場及び川西町役場

４　その他

　　この都市計画の変更の案については、縦覧期間満了の日までに、知事に対し意見書を提出することができる。

　選挙管理委員会関係　

告　　　　　示

山形県選挙管理委員会告示第７号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号。以下「法」という。）第７条第１項の規定により、政治団体から次のと

おり届出事項の異動の届出があった。

　　平成30年２月16日

山 形 県 選 挙 管 理 委 員 会 　　　　　

委 員 長　　熊　　　谷　　　　　　　誠

１　政党の支部

２　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政治団体の名称
代表者の氏

名
異 動 事 項

内　　　　　　　　　　　　容
異動年月日

新 旧

民進党山形県第２

区総支部
青 柳 安 展

代表者の氏名 青 柳 安 展 近 藤 洋 介

平成

30. 1.31
国会議員関係

政治団体の区

分

国会議員関係政治団体

以外の政治団体

法第19条の７第１項第

１号に係る国会議員関

係政治団体

政治団体の名称
代表者の氏

名
異 動 事 項

内　　　　　　　　　　　　容
異動年月日

新 旧

永野たかひろを育

てる会
永 野 享 寛

主たる事務所

の所在地
山形市花楯２－15－８

山形市双月町字中道

366－４　１階 平成

29. 9. 7会計責任者の

氏名
永 野 享 寛 木 村 武 史
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山形県選挙管理委員会告示第８号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第17条第１項の規定により、次のとおり政治団体の解散の届出があっ

た。

　　平成30年２月16日

山 形 県 選 挙 管 理 委 員 会 　　　　　

委 員 長　　熊　　　谷　　　　　　　誠

　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

 　　　　　　　　　　　　

公　　　　　告
 　　　　　　　　　　　　

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、山形県消防防災ヘリコプター運航管理業務の

調達について、一般競争入札を次のとおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定（以下「協定」と

いう。）、2012年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改正する議定書によって改正された協

定その他の国際約束の適用を受ける。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　入札の場所及び日時

　(1) 場所　山形市松波二丁目８番１号　山形県庁災害対策室（３階）

　(2) 日時　平成30年３月28日（水）　午後２時

２　入札に付する事項

　(1) 調達をする役務の名称及び数量　山形県消防防災ヘリコプター運航管理業務　一式

　(2) 調達をする役務の仕様等　入札説明書及び仕様書による。

　(3) 契約期間　平成30年４月１日から平成33年３月31日まで

(4) 入札方法　(3)の契約期間に掲げる期間に相当する料金の総価のうち平成30年４月分から平成31年３月分ま

での12箇月分に相当する金額により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100

分の８に相当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

政 治 団 体 の 名 称 代 表 者 の 氏 名 解 散 年 月 日

佐藤忠吉後援会 高 橋 勝 弥 平成29.11.28

荒生令悦後援会 田 村 和 徳 平成29.12. 1

岡村正博後援会 富 樫 正 富 平成29.12.16

門田克己後援会 佐 藤 　 晋 平成29.12.16

つきの薫後援会 星 川 國 裕 平成29.12.22

岸宏一最上地区後援会 伊 藤 和 昭 平成29.12.31

舩山現人後援会 川 崎 久 蔵 代表者の氏名 川 崎 久 蔵 島　　貫　　德右ェ門
同

30. 1.12

横山小一郎後援会 佐 藤 　 勝
主たる事務所

の所在地

最上郡鮭川村大字京塚

937番地

最上郡鮭川村大字川口

312

同

1.24
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であるかを問わず、見積もった契約期間に相当する料金の総額のうち平成30年４月分から平成31年３月分まで

の12箇月分に相当する金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

(2) 平成29年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（平成29年２月

17日付け県公報第2821号）により公示された資格を有すること。

　(3) 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

(4) 次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

イ　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

ロ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

(5) 航空法（昭和27年法律第231号）第２条第18項に規定する航空運送事業及び同条第21項に規定する航空機使

用事業の許可を得ていること。

(6) 過去５年のうち３年以上、山形県消防防災ヘリコプター運航管理業務と同種の役務を履行し、かつ、当該役

務に係る契約が満了していることを証明できること。この場合において、現に履行しており、契約期間が平成

30年３月31日までに終了する当該役務については、当該役務に係る契約が満了し、及び当該契約期間の終了の

日まで当該役務を履行したものとみなす。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所等並びに契約に関する事務を担当する部局等

　(1) 契約条項を示す場所及び契約に関する事務を担当する部局等

　　山形市松波二丁目８番１号　山形県環境エネルギー部危機管理・くらし安心局危機管理課消防保安担当　電

話番号023(630)2229

　(2) 入札説明書及び仕様書の交付場所等

　　山形県環境エネルギー部危機管理・くらし安心局危機管理課消防保安担当で交付するほか、山形県のホーム

ページ（http://www.pref.yamagata.jp/）からもダウンロードできる。

５　入札保証金及び契約保証金

　(1) 入札保証金　免除する。

(2) 契約保証金　契約金額の100分の10に相当する金額以上の額。ただし、山形県財務規則（昭和39年３月県規

則第９号。以下「規則」という。）第135条各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

　　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定

　　規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札（有効な入札に限

る。）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

(1) この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を、競争入札参加資格者名簿に登載されていない者にあっては競争入札参加資格審

査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を平成30年３月14日（水）午後５時までに山形県環境エネル
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ギー部危機管理・くらし安心局危機管理課消防保安担当に提出すること。

(2) この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定め、個人情報の保護に関する定め、再委託の禁止に関する定め並びにこの契約に係る

次年度以降の歳入歳出予算が成立しない場合の契約解除に関する定めを設けるものとする。

　(3) この入札及び契約は、県の都合により調達手続の停止等があり得る。

　(4) 当該契約に係る予算が成立しない場合は、この公告は効力を有しない。

　(5) 詳細については入札説明書による。

10　Summary

(1) Nature and quantity of the services to be required: Fire Helicopter fl ight management operation,1 set

(2) Time-limit for tender: 2:00 P.M. March 28,2018

(3) Contact point for the notice: Firefighting and Safety Representative,Crisis Management Division,

Crisis Management and Public Safety Bureau,Environment and Energy Department,Yamagata Prefectural

Government,8-1 Matsunami 2-chome,Yamagata-shi,Yamagata-ken 990-8570 Japan TEL 023(630)2229

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、Ａ重油、灯油及びガソリン（レギュラー）の

調達について、一般競争入札を次のとおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定（以下「協定」と

いう。）、2012年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改正する議定書によって改正された協

定その他の国際約束の適用を受ける。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　入札の場所及び日時

　(1) 場　所　山形市松波二丁目８番１号　山形県庁入札室（２階）

　(2) 日　時　平成30年３月28日（水）　午前10時

２　入札に付する事項

　(1) 調達をする物品の名称及び予定数量　

　　イ　Ａ重油　62,000リットル

　　ロ　灯油（大型タンクローリー車納入分）　498,000リットル

　　ハ　灯油（中型タンクローリー車納入分）　118,000リットル

　　ニ　灯油（ドラム缶納入分）　19,000リットル

　　ホ　ガソリン（レギュラー）（大型タンクローリー車納入分）　22,000リットル

　(2) 調達をする物品の仕様等　仕様書による。

(3) 契約期間及び納入方法　平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間において、指定する納入日に指定

する数量を指定する方法で納入すること。

　(4) 納入場所　仕様書による。

(5) 入札方法　(1)のイからホまでごとの１リットル当たりの単価により行う。落札決定に当たっては、入札書

に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する金額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の

108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

　　　なお、入札書に記載する見積金額は、小数点以下２桁までとする。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

(2) 平成29年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（平成29年２月

17日付け県公報第2821号）により公示された資格を有すること。

　(3) 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

(4) 次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

イ　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に
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関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

ロ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

(5) 当該競争入札に付する契約に係る営業に関し、法令の規定により必要な許可、認可、登録等を受けているこ

と。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所等並びに契約に関する事務を担当する部局等

　(1) 契約条項を示す場所及び契約に関する事務を担当する部局等

　　　山形市松波二丁目８番１号　山形県会計局会計課調達担当　電話番号023(630)2724

(2) 入札説明書及び仕様書の交付場所等　山形県会計局会計課調達担当で交付するほか山形県のホームページ

（http://www.pref.yamagata.jp/）からもダウンロードできる。

５　入札保証金及び契約保証金

　(1) 入札保証金　免除する。

(2) 契約保証金　契約金額に２の(1)の予定数量を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の額。ただ

し、山形県財務規則（昭和39年３月県規則第９号。以下「規則」という。）第135条各号のいずれかに該当する

場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

　　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

　　２の(5)による入札価格が規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内であって、かつ、２の

(1)のイからホまでごとの入札価格にそれぞれの予定数量を乗じて得た額の合計額が最低となる価格をもって入

札（有効な入札に限る。）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

(1) この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を平成30年３月22日（木）午前11時までに、競争入札参加資格者名簿に登載されて

いない者にあっては競争入札参加資格審査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を同月16日（金）午

前11時までに山形県会計局会計課調達担当に提出すること。

(2) この契約における平成30年５月納入分以降の契約金額は、仕様書に定めるところにより変動するものとす

る。

(3) この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定めを設けるものとする。

　(4) この入札及び契約は、県の都合により調達手続の停止等があり得る。

　(5) 当該契約に係る予算が成立しない場合は、この公告は効力を有しない。

　(6) 詳細については入札説明書及び仕様書による。

10　Summary

　(1) Nature and quantity of the products to be purchased:

　　① A Fuel Oil 62,000l

　　② Kerosene(Large-sized tanker vehicle) 498,000l

　　③ Kerosene(Medium-sized tanker vehicle) 118,000l

　　④ Kerosene(Drum) 19,000l

　　⑤ Unleaded Gasoline(Large-sized tanker vehicle) 22,000l

　(2) Time-limit for tender: 10:00 A.M. March 28,2018
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(3) Contact point for the notice: Commodity Supplies Section,Accounting Division,Treasury Bureau,

Yamagata Prefectural Government,8-1 Matsunami 2-chome,Yamagata-shi,Yamagata-ken 990-8570 Japan

TEL 023(630)2724

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、山形県広報誌「県民のあゆみ」の調達につい

て、一般競争入札を次のとおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定（以下「協定」と

いう。）、2012年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改正する議定書によって改正された協

定その他の国際約束の適用を受ける。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　入札の場所及び日時

　(1) 場所　山形市松波二丁目８番１号　山形県庁入札室（２階）

　(2) 日時　平成30年３月28日（水）午後２時

２　入札に付する事項

　(1) 調達をする印刷物の名称及び予定数量

　　　山形県広報誌「県民のあゆみ」

　　　年間予定数量　2,463,600部（年６回発行）

　(2) 調達をする印刷物の仕様等　入札説明書及び仕様書による。

　(3) 契約期間　契約締結日から平成31年３月31日まで

　(4) 納入期限及び納入場所　仕様書による。

(5) 入札方法　１部当たりの単価により行う。落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の100分の８に相当する金額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の108分の100に相当する金額を

入札書に記載すること。

　　　なお、入札書に記載する見積金額は、小数点以下２桁までとする。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

(2) 平成29年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（平成29年２月

17日付け県公報第2821号）により公示された資格を有すること。

　(3) 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

(4) 次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

イ　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

ロ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

(5) 過去５年以内に、国又は地方公共団体に対し、契約金額又は単価契約の納入物件の代金が100万円を超える

契約に基づき印刷物を納入した実績があること。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所等並びに契約に関する事務を担当する部局等

　(1) 契約条項を示す場所及び契約に関する事務を担当する部局等

　　　山形市松波二丁目８番１号　山形県会計局会計課調達担当　電話番号023(630)2718
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(2) 入札説明書及び仕様書の交付場所等　山形県会計局会計課調達担当で交付するほか、山形県のホームページ

（http://www.pref.yamagata.jp/）からもダウンロードできる。

５　入札保証金及び契約保証金

　(1) 入札保証金　免除する。

(2) 契約保証金　契約金額に２の(1)の予定数量を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の額。ただ

し、山形県財務規則（昭和39年３月県規則第９号。以下「規則」という。）第135条各号のいずれかに該当する

場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

　　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

　　規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札（有効な入札に限

る。）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

(1) この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を平成30年３月15日（木）午前11時までに、競争入札参加資格者名簿に登載されて

いない者にあっては競争入札参加資格審査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を同月９日（金）午

前11時までに山形県会計局会計課調達担当に提出すること。

(2) この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定めを設けるものとする。

　(3) この入札及び契約は、県の都合により調達手続の停止等があり得る。

　(4) 当該契約に係る予算が成立しない場合は、この公告は、効力を有しない。

　(5) 詳細については、入札説明書による。

10　Summary

(1) Nature and quantity of the products to be purchased: Yamagata Prefectural Public Relations Magazine

“Steps Forward”(“Kenmin no ayumi”)Quantity: approximately 2,463,600copies yearly

　(2) Time-limit for tender: 2:00 P.M. March 28,2018

(3) Contact point for the notice: Commodity Supplies Section,Accounting Division,Treasury Bureau,

Yamagata Prefectural Government,8-1 Matsunami 2-chome,Yamagata-shi,Yamagata-ken 990-8570 Japan

TEL 023(630)2718

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、山形県警察遺失・拾得物管理システム機器の

賃貸借及び保守サービスの調達について、一般競争入札を次のとおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定（以下「協定」と

いう。）、2012年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改正する議定書によって改正された協

定その他の国際約束の適用を受ける。

　　平成30年２月16日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　入札の場所及び日時

　(1) 場所　山形市松波二丁目８番１号　山形県警察本部101会議室（１階）

　(2) 日時　平成30年４月３日（火）　午後２時

２　入札に付する事項

　(1) 調達をする物品等及び特定役務の名称及び数量

　　　山形県警察遺失・拾得物管理システム機器の賃貸借及び保守サービス　一式

　(2) 調達をする物品等及び特定役務の仕様等　仕様書による。

　(3) 契約期間　平成31年１月１日から平成36年12月31日まで

　(4) 納入期限及び納入場所　仕様書による。

(5) 入札方法　(3)の契約期間に掲げる期間に相当する料金の総価のうち３箇月分に相当する金額により行う。
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落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する金額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約期間に

相当する料金の総額のうち３箇月分に相当する金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

(2) 平成30年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（平成30年２月

６日付け県公報第2916号）により公示された資格を有すること。

　(3) 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

(4) 次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

イ　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

ロ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

　(5) 当該調達物品等に関し、迅速なアフターサービス及びメンテナンスを行う体制が整備できること。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所等並びに契約に関する事務を担当する部局等

　(1) 契約条項を示す場所及び契約に関する事務を担当する部局等

　　　山形市松波二丁目８番１号　山形県警察本部警務部会計課指導・監査係

　　　電話番号023(626)0110

(2) 入札説明書の交付場所等　山形県警察本部警務部会計課指導・監査係で交付するほか、山形県のホームペー

ジ（http://www.pref.yamagata.jp/）からもダウンロードできる。

(3) 仕様書の交付場所　仕様書交付申請書を提出した者に対し、山形県警察本部警務部会計課指導・監査係で交

付する。

５　入札保証金及び契約保証金

　(1) 入札保証金　免除する。

(2) 契約保証金　契約金額（契約期間における総額）の100分の10に相当する金額以上の額。ただし、山形県財

務規則（昭和39年３月県規則第９号。以下「規則」という。）第135条各号のいずれかに該当する場合は、契約

保証金を免除する。

６　入札の無効

　　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

　　規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札（有効な入札に限

る。）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

(1) この公告による入札に参加を希望する者は、規則第125条第５項の競争入札参加資格者名簿（様式第104号に

よるものに限る。以下「競争入札参加資格者名簿」という。）に登載されている者にあっては一般競争入札参

加資格確認申請書を平成30年３月７日（水）午後４時までに、競争入札参加資格者名簿に登載されていない

者にあっては競争入札参加資格審査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を同月１日（木）午後４時
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までに山形県警察本部警務部会計課指導・監査係に提出するとともに、併せて２の(1)の物品等及び特定役務

の仕様に適合するものとして作成した応札に係る物品等及び特定役務の仕様書（以下「応札物品仕様書」とい

う。）、３の(5)に係る事項を証明する書類（以下「証明書」という。）及び競争入札に係る応札物品仕様書等

審査申請書を提出すること。

(2) 応札物品仕様書及び証明書を提出した者は、入札日の前日までに当該応札物品仕様書及び証明書に関し説明

又は協議を求められた場合は、それに応じるものとする。

(3) (1)により提出された応札物品仕様書及び証明書については、２の(1)の物品等及び特定役務の仕様に適合し

ているかどうかを審査し、審査の結果適合しないと認められた場合は、当該応札物品仕様書及び証明書を提出

した者は、この入札に参加することができない。

(4) この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定め、再委託の禁止に関する定め、個人情報の保護に関する定め、及びこの契約に係る

次年度以降の歳入歳出予算が成立しない場合の契約解除に関する定めを設けるものとする。

　(5) この入札及び契約は、県の都合により調達手続の停止等があり得る。

　(6) 当該契約に係る予算が成立しない場合は、この公告は効力を有しない。

　(7) 詳細については入札説明書による。

10　Ｓummary

(1) Nature and quantity of the products to be procured: Lease and Maintenance service of Management

System of Lost articles and Findings: 1 unit

　(2) Time-limit for tender: 2:00 P.M. April 3,2018

(3) Contact point for the notice: Accounting Section,Police Administration Division,Yamagata

Prefectural Police Headquarters,8-1 Matsunami,2-chome,Yamagata-shi,Yamagata-ken 990-8577 Japan

TEL 023(626)0110

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、Ａ重油の調達について、一般競争入札を次の

とおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定（以下「協定」と

いう。）、2012年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改正する議定書によって改正された協

定その他の国際約束の適用を受ける。

　　平成30年２月16日

山形県立中央病院長　　細　　　矢　　　貴　　　亮

１　入札の場所及び日時

　(1) 場所　山形市大字青柳1800番地　山形県立中央病院３階会議室２

　(2) 日時　平成30年３月28日（水）　午前10時00分

２　入札に付する事項

　(1) 調達をする物品の名称及び予定数量　Ａ重油　4,200キロリットル

　(2) 調達をする物品の仕様等　日本工業規格Ｋ2205重油に規定するもののうち１種２号に限る。

(3) 契約期間及び納入方法　平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間において、指定する納入日に指定

する数量をタンクローリーで納入すること。

　(4) 納入場所　山形市大字青柳1800番地　山形県立中央病院

(5) 入札方法　１リットル当たりの単価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の100分の８に相当する金額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の108分の100に相当する金額

を入札書に記載すること。

　　なお、入札書に記載する見積金額は、小数点以下２桁までとする。

３　入札参加者の資格

　　(1)から(9)までの要件を全て満たす者であること。ただし、共同企業体にあっては、(7)から(12)までに掲げ

る要件を全て満たす者であること。

　(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

(2) 平成29年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（平成29年２月

17日付け県公報第2821号）により公示された資格を有すること。
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　(3) 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

　(4) 共同企業体の構成員として本件入札に参加していないこと。

(5) 次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

イ　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

ロ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

(6) 当該競争入札に付する契約に係る営業に関し、法令の規定により必要な許可、認可、登録等を受けているこ

と。

　(7) 納入する物品について、契約担当者等が指定する数量を、指定する場所に納入することができること。

(8) 当院から概ね10キロメートル以内にＡ重油を50キロリットル以上備蓄できるタンク等及び災害時に納入する

ことができるタンクローリー（自己所有又は使用権を有するもの）を有するか、又は前段に示したタンク等及

びタンクローリーを平成30年12月３日（月）までに設置することができること。

(9) 災害時における基幹災害医療センターとなっている当院と「災害時におけるＡ重油の優先供給に関する協

定」を契約締結後又は備蓄できるタンク等設置後速やかに締結できること。

　(10) 共同企業体の全ての構成員が(1)から(6)までの要件を満たしていること。

　(11) 共同企業体は、自主結成されたものであり、共同企業体協定書を締結していること。

　(12) 共同企業体の各構成員は、他の共同企業体の構成員として又は単独で本件入札に参加していないこと。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに契約に関する事務を担当する部局等

　　山形市大字青柳1800番地　山形県立中央病院経営戦略課調達室　電話番号023(685)2623

５　入札保証金及び契約保証金

　(1) 入札保証金　免除する。

(2) 契約保証金　契約金額に２の(1)の予定数量を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の額。ただ

し、山形県財務規則（昭和39年３月県規則第９号。以下「規則」という。）第135条各号のいずれかに該当する

場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

　　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

　　規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札（有効な入札に限

る。）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

(1) この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を、競争入札参加資格者名簿に登載されていない者にあっては競争入札参加資格審

査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を平成30年３月16日（金）午後３時までに山形県立中央病院

経営戦略課調達室に提出するとともに、併せて３の(7)及び３の(8)に係る事項を証する書類を、共同企業体に

あっては３の(11)に係る事項を証する書類を提出すること。

(2) この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定めを設けるものとする。

　(3) この入札及び契約は、山形県立中央病院の都合により調達手続の停止等があり得る。
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　(4) 当該契約に係る予算が成立しない場合は、この公告は効力を有しない。

　(5) 詳細については入札説明書及び仕様書による。

10　Summary

　(1) Nature and quantity of the products to be purchased: A Fuel Oil 4,200kl

　(2) Time-limit for tender: 10:00 A.M. March 28,2018

(3) Contact point for the notice: Management Division,Yamagata Prefectural Central Hospital,1800

Aoyagi,Yamagata-shi,Yamagata-ken 990-2292 Japan TEL 023(685)2623

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、感染性廃棄物の収集運搬業務及び処分業務の

調達について、一般競争入札を次のとおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定（以下「協定」と

いう。）、2012年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改正する議定書によって改正された協

定その他の国際約束の適用を受ける。

　　平成30年２月16日

山形県立新庄病院長　　八　　　戸　　　茂　　　美

１　入札の場所及び日時

　(1) 場所　新庄市若葉町12番55号　山形県立新庄病院Ｃ棟３階会議室

　(2) 日時　平成30年３月28日（水）午前10時

２　入札に付する事項  

　(1) 調達をする役務の名称及び予定数量

　　イ　感染性廃棄物の収集運搬業務

　　　(ｲ) 50リットル段ボール容器　予定数量　39,600個（年間13,200個）  

　　　(ﾛ) 20リットルポリ容器　　　予定数量　 1,200個（年間　 400個）

　　　(ﾊ) 50リットルポリ容器　　　予定数量　 2,100個（年間　 700個）

　　ロ　感染性廃棄物の処分業務

　　　(ｲ) 50リットル段ボール容器　予定数量　39,600個（年間13,200個）

　　　(ﾛ) 20リットルポリ容器　　　予定数量　 1,200個（年間　 400個）

　　　(ﾊ) 50リットルポリ容器　　　予定数量　 2,100個（年間　 700個）

　(2) 調達をする役務の仕様等　入札説明書及び仕様書による。

　(3) 契約期間　契約締結の日から平成33年３月31日まで

(4) 入札方法　(1)のイの(ｲ)から(ﾊ)まで及びロの(ｲ)から(ﾊ)までごとの１個当たりの単価により行う。落札決

定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する金額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。ただし、(1)のロの(ｲ)から(ﾊ)

までの産業廃棄物のうち中間処理を行わず直接最終処分を行うものがある場合は、当該産業廃棄物の処分業務

に係る落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額から１個当たりの産業廃棄物税額を差し引

いた金額の100分の８に相当する金額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額から１個当たりの産業

廃棄物税額を差し引いた金額の108分の100に相当する金額に１個当たりの産業廃棄物税を加算した金額を入札

書に記載すること。

　　　なお、入札書に記載する見積金額は、小数点以下２桁までとする。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

(2) 平成29年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（平成29年２月

17日付け県公報第2821号）により公示された資格を有すること。

　(3) 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

(4) 次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

イ　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその
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支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

ロ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

(5) ２の(1)のイの役務に係る営業に関し廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第14条の

４第１項の規定により必要な許可（以下「本件収集運搬業の許可」という。）及び２の(1)のロの役務に係る営

業に関し同条第６項の規定により必要な許可（以下「本件処分業の許可」という。）を受けていること。ただ

し、本件処分業の許可を受けていない者にあっては、その者が本件収集運搬業の許可を受けていること並びに

その者が落札した場合において２の(1)のロの役務を履行することとなる者が本件処分業の許可を受けている

こと及び適正に当該役務を履行することを証明できること。

　(6) この公告による他の入札参加者に係る入札において、２の(1)のロの役務を履行する者となっていないこと。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに契約に関する事務を担当する部局等

　　新庄市若葉町12番55号　山形県立新庄病院事務部総務課施設用度係

　　電話番号0233(22)5525

５　入札保証金及び契約保証金

　(1) 入札保証金　免除する。

(2) 契約保証金　契約金額に２の(1)の予定数量を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の額。ただ

し、山形県財務規則（昭和39年３月県規則第９号。以下「規則」という。）第135条各号のいずれかに該当する

場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

　　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

　　規則第120条第１項の規定により作成された２の(1)イの(ｲ)から(ﾊ)まで及びロの(ｲ)から(ﾊ)までごとの予定価

格の範囲内であって、かつ、２の(1)イの(ｲ)から(ﾊ)まで及びロの(ｲ)から(ﾊ)までごとの入札価格にそれぞれの

予定数量を乗じて得た額の合計額（ただし、処分業務の提携により入札に参加した者の入札にあっては、２の

(1)イの(ｲ)から(ﾊ)までごとの入札価格及びロの(ｲ)から(ﾊ)までごとの確約書に記入された金額にそれぞれの予

定数量を乗じて得た額の合計額とする。）が最低となる価格をもって入札（有効な入札に限る。）を行った者（以

下「最低価格入札者」という。）を落札者とする。

　　ただし、処分業務の提携により入札に参加した者が最低価格入札者となった場合において、その提携処分業者

が入札参加資格審査日から開札日までの期間中のいずれかの日において山形県競争入札参加資格者指名停止要綱

に基づく指名停止措置を受けたときは、当該最低価格入札者を落札者とせず、予定価格の範囲内での価格をもっ

て入札（有効な入札に限る。）を行った次順位の者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

(1) この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を、競争入札参加資格者名簿に登載されていない者にあっては競争入札参加資格審

査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を平成30年３月16日（金）午後３時までに山形県立新庄病院

事務部総務課施設用度係に提出すること。

(2) この入札は、山形県低入札価格調査制度実施要綱の規定による低入札価格調査制度を適用する。

(3) この契約においては、契約書の作成を必要とする。なお、本件処分業の許可を受けていない者が落札者と

なった場合は、２の(1)のイ及びロの役務を履行する者ごとに契約を締結するものとする。

(4) 契約書には、談合等に係る契約解除及び賠償に関する定め、再委託の禁止に関する定め、個人情報の保護に
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関する定め並びにこの契約に係る次年度以降の歳入歳出予算が成立しない場合の契約解除に関する定めを設け

るものとする。

　(5) この入札及び契約は、山形県立新庄病院の都合により調達手続の停止等があり得る。

　(6) 当該契約に係る予算が成立しない場合は、この公告は効力を有しない。

　(7) 詳細については入札説明書による。

10　Summary

(1) Nature and quantity of the services to be required: Collection,transportation and disposal of

infectious waste: 1set

(2) Time-limit for tender: 10:00 A.M. March 28,2018

(3) Contact point for the notice: General Affairs Division,Yamagata Prefectural Shinjo Hospital,12-55  

Wakaba-cho,Shinjo-shi,Yamagata-ken 996-0025 Japan TEL 0233(22)5525

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、Ａ重油の調達について、一般競争入札を次の

とおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定（以下「協定」と

いう。）、2012年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改正する議定書によって改正された協

定その他の国際約束の適用を受ける。

　　平成30年２月16日

山形県立新庄病院長　　八　　　戸　　　茂　　　美

１　入札の場所及び日時

　(1) 場所　新庄市若葉町12番55号　山形県立新庄病院Ｃ棟３階会議室

　(2) 日時　平成30年３月28日（水）午前10時15分

２　入札に付する事項  

　(1) 調達をする物品の名称及び予定数量　Ａ重油　683キロリットル

　(2) 調達をする物品の仕様等　日本工業規格Ｋ2205重油に規定するもののうち１種２号に限る。

(3) 契約期間及び納入方法　平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間において、指定する納入日に指定

する数量をタンクローリーで納入すること。

　(4) 納入場所　新庄市若葉町12番55号　山形県立新庄病院

(5) 入札方法　１リットル当たりの単価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の100分の８に相当する金額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の108分の100に相当する金額

を入札書に記載すること。

　　　なお、入札書に記載する見積金額は、小数点以下２桁までとする。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

(2) 平成29年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（平成29年２月

17日付け県公報第2821号）により公示された資格を有すること。

　(3) 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

(4) 次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

イ　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

ロ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的
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に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

(5) 当該競争入札に付する契約に係る営業に関し、法令の規定により必要な許可、認可、登録等を受けているこ

と。

(6) 山形県の災害拠点病院に指定されている当院と「災害時におけるＡ重油の優先供給に関する協定」を契約締

結後速やかに締結できること。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに契約に関する事務を担当する部局等

　　新庄市若葉町12番55号　山形県立新庄病院事務部総務課施設用度係

　　電話番号0233(22)5525

５　入札保証金及び契約保証金

　(1) 入札保証金　免除する。

(2) 契約保証金　契約金額に２の(1)の予定数量を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の額。ただ

し、山形県財務規則（昭和39年３月県規則第９号。以下「規則」という。）第135条各号のいずれかに該当する

場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

　　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

　　規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札（有効な入札に限

る。）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

(1) この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を、競争入札参加資格者名簿に登載されていない者にあっては競争入札参加資格審

査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を平成30年３月16日（金）午後３時までに山形県立新庄病院

事務部総務課施設用度係に提出すること。

(2) この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定めを設けるものとする。

　(3) この入札及び契約は、山形県立新庄病院の都合により調達手続の停止等があり得る。

　(4) 当該契約に係る予算が成立しない場合は、この公告は効力を有しない。

　(5) 詳細については入札説明書による。

10　Summary

(1) Nature and quantity of the products to be purchased: A Fuel Oil 683kl

(2) Time-limit for tender: 10:15 A.M. March 28,2018

(3) Contact point for the notice: General Affairs Division,Yamagata Prefectural Shinjo Hospital,12-55

Wakaba-cho,Shinjo-shi,Yamagata-ken 996-0025 Japan TEL 0233(22)5525

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、Ａ重油の調達について、一般競争入札を次の

とおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定（以下「協定」と

いう。）、2012年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改正する議定書によって改正された協

定その他の国際約束の適用を受ける。

　　平成30年２月16日

山形県立河北病院長　　多　　　田　　　敏　　　彦

１　入札の場所及び日時

　(1) 場所　西村山郡河北町谷地字月山堂111番地　山形県立河北病院小会議室

　(2) 日時　平成30年３月28日（水）午前10時

２　入札に付する事項

　(1) 調達をする物品の名称及び予定数量　Ａ重油　520キロリットル
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　(2) 調達をする物品の仕様等　日本工業規格Ｋ2205重油に規定するもののうち１種２号に限る。

(3) 契約期間及び納入方法　平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間において、指定する納入日に指定

する数量をタンクローリーで納入すること。

　(4) 納入場所　西村山郡河北町谷地字月山堂111番地　山形県立河北病院

(5) 入札方法　１リットル当たりの単価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の100分の８に相当する金額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の108分の100に相当する金額

を入札書に記載すること。

　　　なお、入札書に記載する見積金額は、小数点以下２桁までとする。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

(2) 平成29年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（平成29年２月

17日付け県公報第2821号）により公示された資格を有すること。

　(3) 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

(4) 次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

イ　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

ロ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

(5) 当該競争入札に付する契約に係る営業に関し、法令の規定により必要な許可、認可、登録等を受けているこ

と。

(6) 災害時における病院の機能を維持するため「災害時におけるＡ重油の優先供給に関する協定」を契約締結後

速やかに締結できること。またＡ重油単価契約書の物件購入契約約款の一部について「覚書」に合意できるこ

と。

４　契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所等及び契約に関する事務を担当する部局等

　(1) 契約条項を示す場所及び契約に関する事務を担当する部局等

　　　西村山郡河北町谷地字月山堂111番地　山形県立河北病院総務課施設用度係

　　　電話番号0237(73)3131

(2) 入札説明書の交付場所等　山形県立河北病院総務課施設用度係で交付するほか、山形県のホームページ

（http://www.pref.yamagata.jp/）からもダウンロードできる。

５　入札保証金及び契約保証金

　(1) 入札保証金　免除する。

(2) 契約保証金　契約金額に２の(1)の予定数量を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の額。ただ

し、山形県財務規則（昭和39年３月県規則第９号。以下「規則」という。）第135条各号のいずれかに該当する

場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

　　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

　　規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札（有効な入札に限

る。）をした者を落札者とする。
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８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

(1) この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を、競争入札参加資格者名簿に登載されていない者にあっては競争入札参加資格審

査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を平成30年３月15日（木）午後３時までに山形県立河北病院

総務課施設用度係に提出すること。

(2) この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定めを設けるものとする。

　(3) この入札及び契約は、山形県立河北病院の都合により、調達手続の停止等があり得る。

　(4) 当該契約に係る予算が成立しない場合は、この公告は効力を有しない。

　(5) 詳細については入札説明書による。

10　Summary

　(1) Nature and quantity of the products to be purchased: A Fuel Oil 520kl

　(2) Time-limit for tender: 10:00 A.M. March 28,2018

(3) Contact point for the notice: Medical Management Division,Yamagata Prefectural Kahoku Hospital,111

Aza Gassando,Yachi,Kahoku-cho,Nishimurayama-gun,Yamagata-ken 999-3511 Japan TEL 0237(73)3131
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